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審査基準（不利益処分関係） 

資料番

号 
９ 担当課 薬務衛生課 

法 令

名 
毒物及び劇物取締法 

根拠条

項 

２２－

４ 

不利益

処分の

種類 

（準用）要届出毒物劇物

業務上取扱者に対する廃

棄物の回収その他の措置

命令 

○毒物及び劇物取締法 

(昭和二十五年十二月二十八日) 

(法律第三百三号) 

第七条 毒物劇物営業者は、毒物又は劇物を直接に取り扱う製造所、営業所又は

店舗ごとに、専任の毒物劇物取扱責任者を置き、毒物又は劇物による保健衛生

上の危害の防止に当たらせなければならない。ただし、自ら毒物劇物取扱責任

者として毒物又は劇物による保健衛生上の危害の防止に当たる製造所、営業所

又は店舗については、この限りでない。 

２ 毒物劇物営業者が毒物又は劇物の製造業、輸入業又は販売業のうち二以上を併

せ営む場合において、その製造所、営業所又は店舗が互に隣接しているとき、又

は同一店舗において毒物又は劇物の販売業を二以上あわせて営む場合には、毒物

劇物取扱責任者は、前項の規定にかかわらず、これらの施設を通じて一人で足り

る。 

３ 毒物劇物営業者は、毒物劇物取扱責任者を置いたときは、三十日以内に、製造

業又は輸入業の登録を受けている者にあつてはその製造所又は営業所の所在地

の都道府県知事を経て厚生労働大臣に、販売業の登録を受けている者にあつては

その店舗の所在地の都道府県知事に、その毒物劇物取扱責任者の氏名を届け出な

ければならない。毒物劇物取扱責任者を変更したときも、同様とする。 

(昭三〇法一六二・昭三九法一六五・平一一法八七・平一一法一六〇・一

部改正) 

(毒物劇物取扱責任者の資格) 

第八条 次の各号に掲げる者でなければ、前条の毒物劇物取扱責任者となることが

できない。 

一 薬剤師 

二 厚生労働省令で定める学校で、応用化学に関する学課を修了した者 

三 都道府県知事が行う毒物劇物取扱者試験に合格した者 

２ 次に掲げる者は、前条の毒物劇物取扱責任者となることができない。 

一 十八歳未満の者 

二 心身の障害により毒物劇物取扱責任者の業務を適正に行うことができない

者として厚生労働省令で定めるもの 

三 麻薬、大麻、あへん又は覚せい剤の中毒者 

四 毒物若しくは劇物又は薬事に関する罪を犯し、罰金以上の刑に処せられ、そ

の執行を終り、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して三年を経過

していない者 

３ 第一項第三号の毒物劇物取扱者試験を分けて、一般毒物劇物取扱者試験、農業

用品目毒物劇物取扱者試験及び特定品目毒物劇物取扱者試験とする。 
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 ４ 農業用品目毒物劇物取扱者試験又は特定品目毒物劇物取扱者試験に合格した

者は、それぞれ第四条の三第一項の厚生労働省令で定める毒物若しくは劇物のみ

を取り扱う輸入業の営業所若しくは農業用品目販売業の店舗又は同条第二項の

厚生労働省令で定める毒物若しくは劇物のみを取り扱う輸入業の営業所若しく

は特定品目販売業の店舗においてのみ、毒物劇物取扱責任者となることができ

る。 

５ この法律に定めるもののほか、試験科目その他毒物劇物取扱者試験に関し必要

な事項は、厚生労働省令で定める。 

 

(毒物又は劇物の取扱) 

第十一条 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は劇物が盗難にあい、又

は紛失することを防ぐのに必要な措置を講じなければならない。 

２ 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物若しくは劇物又は毒物若しくは劇

物を含有する物であつて政令で定めるものがその製造所、営業所若しくは店舗又

は研究所の外に飛散し、漏れ、流れ出、若しくはしみ出、又はこれらの施設の地

下にしみ込むことを防ぐのに必要な措置を講じなければならない。 

３ 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、その製造所、営業所若しくは店舗又は

研究所の外において毒物若しくは劇物又は前項の政令で定める物を運搬する場

合には、これらの物が飛散し、漏れ、流れ出、又はしみ出ることを防ぐのに必要

な措置を講じなければならない。 

４ 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は厚生労働省令で定める劇物に

ついては、その容器として、飲食物の容器として通常使用される物を使用しては

ならない。 

 

(毒物又は劇物の表示) 

第十二条 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は劇物の容器及び被包

に、「医薬用外」の文字及び毒物については赤地に白色をもつて「毒物」の文字、

劇物については白地に赤色をもつて「劇物」の文字を表示しなければならない。 

３ 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は劇物を貯蔵し、又は陳列する

場所に、「医薬用外」の文字及び毒物については「毒物」、劇物については「劇物」

の文字を表示しなければならない。 

二十三 硫酸及びこれを含有する製剤(硫酸十パーセント以下を含有するものを
除く。)で液体状のもの 

 

第十五条の三 都道府県知事(毒物又は劇物の販売業にあつては、その店舗の所在

地が保健所を設置する市又は特別区の区域にある場合においては、市長又は区長

とし、特定毒物研究者に圧手はその主たる研究所の所在地が指定都市の区域にあ

る場合においては指定都市の長とする。第十八条第一項、第十九条第四項及び第

五項、第二十条第二項並びに第二十三条の二において同じ。)は、毒物劇物営業

者又は特定毒物研究者の行なう毒物若しくは劇物又は第十一条第二項に規定す

る政令で定める物の廃棄の方法が前条の政令で定める基準に適合せず、これを放

置しては不特定又は多数の者について保健衛生上の危害が生ずるおそれがある

と認められるときは、その者に対し、当該廃棄物の回収又は毒性の除去その他保

健衛生上の危害を防止するために必要な措置を講ずべきことを命ずることがで

きる。 
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(事故の際の措置) 

第十七条 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、その取扱いに係る毒物若しくは

劇物又は第十一条第二項に規定する政令で定める物が飛散し、漏れ、流れ出、し

み出、又は地下にしみ込んだ場合において、不特定又は多数の者について保健衛

生上の危害が生ずるおそれがあるときは、直ちに、その旨を保健所、警察署又は

消防機関に届け出るとともに、保健衛生上の危害を防止するために必要な応急の

措置を講じなければならない。 

２ 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、その取扱いに係る毒物又は劇物が盗難

にあい、又は紛失したときは、直ちに、その旨を警察署に届け出なければならな

い。 

 

(立入検査等) 

第十八条 厚生労働大臣は、保健衛生上必要があると認めるときは、毒物又は劇物

の製造業者又は輸入業者から必要な報告を徴し、又は薬事監視員のうちからあら

かじめ指定する者に、これらの者の製造所、営業所その他業務上毒物若しくは劇

物を取り扱う場所に立ち入り、帳簿その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、

試験のため必要な最小限度の分量に限り、毒物、劇物、第十一条第二項に規定す

る政令で定める物若しくはその疑いのある物を収去させることができる。 

２ 都道府県知事は、保健衛生上必要があると認めるときは、毒物又は劇物の販売

業者又は特定毒物研究者から必要な報告を徴し、又は薬事監視員のうちからあら

かじめ指定する者に、これらの者の店舗、研究所その他業務上毒物若しくは劇物

を取り扱う場所に立ち入り、帳簿その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、

試験のため必要な最小限度の分量に限り、毒物、劇物、第十一条第二項に規定す

る政令で定める物若しくはその疑いのある物を収去させることができる。 

 

(登録の取消等) 

第十九条 

３ 都道府県知事は、毒物若しくは劇物の製造業、輸入業若しくは販売業の毒物

劇物取扱責任者について、その者にこの法律に違反する行為があつたとき、又

はその者が毒物劇物取扱責任者として不適当であると認めるときは、その毒物

又は劇物の製造業者、輸入業者又は販売業者に対して、その変更を命ずること

ができる。 

 

 


